
簡易課税制度の適用
を受ける者

免税事業者

助成対象者の消費税の取扱いフローチャート

（注）整備内容が複数あって、それらの整備時期が異なる場合には、整備内容ごとに基準期間、さらには消費税の取扱いが異なる
ことがありますので、整備内容ごとの整備時期等を確認願います。

参考

基準期間（前々年度）における課
税売上高が1,000万円以上である

補助率を乗じる事業費に消費税を含むか含まないかは下の分類で判断します。

「消費税課税事業者選択届出書」
を提出

免税事業者が自らの意
思で「課税事業者」に
なる届出

発注先の業者
適用条件を満たす
取引かどうか

事業費について

インボイス
（適格請求書）

発行事業者
ー

税抜額で申請します

（消費税全額を除いた分が
補助対象）※今回除いた額は納

税額から差し引かれるため

インボイス
（適格請求書）

発行事業者
以外の者

免税事業者等

適用条件を満たす
（事業費の80%を

課税対象とみなして控除可
（令和８年９月30日まで））

消費税額の20%を含めた金

額で申請します※今回除いた額
は納税額から差し引かれるため

適用条件を満たさない
（仕入税額控除不可）

税込額で申請します

課税事業者

「消費税簡易課税制度選択届
出書」を提出しており、
その後「消費税簡易課税制度
選択不適用届出書」を提出し
ていない

＜消費税簡易課税制度選択届出書＞
課税事業者が自らの意思で「簡易課税制度
の適用を受ける者」になる場合に提出

＜消費税簡易課税制度選択不適用届出書＞
簡易課税制度の適用をやめたいときに提出

基準期間（前々年度）における課税
売上高が5,000万円以上である

消費税の
納税義務あり

インボイス（適格請求書）とは、税務署の審査を受
けて登録された課税事業者が発行できる請求書
請求書に「適格請求書発行事業者の登録番号」等が
記載される

80%控除の適用条件（発注先の業者が満たすか確認）
▶︎ 区分請求書の記載事項が満たされた請求書が交付・保存されていること
▶︎ 控除を適用するための必要事項が記載された帳簿が保存されていること

・売り手の氏名または名称
・取引年月日
・取引内容
・経過措置の適用を受ける課税仕入れであることおよびその割合
・課税仕入額

スタート

消費税の納税義務はあるが、納税額を簡単
に算出できるようにしている
申告書の右上に「○簡」の文字の記載あり

課税売上高：消費税が課される売上のこと。税務署
の確定申告の書類等で確認。

▶︎課税事業者の場合→消費税抜き
▶︎免税事業者の場合→消費税込み

（例）商品の売上げ、機械や建物等の事業用資産の
売却など事業のための資産の譲渡、貸付け、サービ
スの提供等

基準期間（前々年度）における
課税売上高を確認

R6申請の
場合はR4

＜管轄税務署＞
輪島税務署 輪島市 珠洲市 鳳珠郡
七尾税務署 七尾市 羽咋市 羽咋郡 鹿島郡
金沢税務署 金沢市 かほく市 河北郡

申
請
者
が
課
税
事
業
者
の
場
合
確
認

例）トラクター３００万円（税抜き）の
再取得する場合、
税込み金額３３０万円×９/１０以内
（補助率）＝２９７万円以内

例）トラクター３００万円（税抜き）の
再取得する場合、
税抜き金額３００万円×９/１０以内
（補助率）＝２７０万円

例）トラクター３００万円（税抜き）の
再取得する場合、
（税込み金額３３０万円×１０２）
/１１０＝３０６万円
２０％税込み金額３０６万円×９/１０
以内（補助率） ＝２７５.４万円以内

課税事業者等かどうか
わからない場合は、

税抜額で申請することは
可能です

消費税の
納税免除

税込額で

申請します
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